
 

 

 

 

令和８年度 前期学評価アンケートにご協力いただき、ありがとうございました。 

７月に実施した前期学校評価アンケートの結果と分析をお知らせします。結果を今後の教育活動に生かしてま

いります。 

 

◇実施期間  令和８年７月１日～７月１５日 

◇対 象 者  白河総合支援学校生徒・保護者・教職員 

◇方  法  ・アンケートフォーム（Forms）およびアンケート用紙にて回答 

       ・各項目の「適合度」を４段階で評価 

       ・「そう思う」「大体そう思う」を「肯定的回答」とし、「あまりそう思わない」「そう思わない」

を「否定的回答」として分析 

◇回 答 率  生徒 ９８％（１０２／１０４）  保護者 ９５％（９９／１０４）  教職員１００％ 

◇分析結果  ・百分率で数値を表記 

       ・【確かな学力】【豊かな心】【健やかな体】【独自の項目】について、項目別に対象者別の回答を

比較分析 

       ・【服務】については、教職員のみの項目として分析 

       ・肯定的回答８５％以下、否定的回答１５％以上の項目は   で表示 

       ・昨年度前期との比較で、肯定的回答が５％以上の向上が見られた項目は   、肯定的回答が

５％以上の低下が見られた項目は   で表示 

 

【確かな学力】 

 この項目では、生徒が自分の目標を理解し、その目標に向かって学習に取り組めているか、また、達成度につ

いて評価できているか、目標に近づく姿が見られるかについて尋ねています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべての質問項目において、肯定的回答が８７％以上となりました。また、保護者・生徒を対象とした質問項

目では、すべての項目で９０％台の肯定的回答が得られました。昨年度前期のアンケート結果と比較すると、保

護者の３項目において５％以上の向上が見られました。一方で、生徒の『職場実習で「できた」「うれしかった」

ことがある』の項目では、昨年度と比べて肯定的回答が５％低下しました。また、教職員の『個別の包括支援プ

ランに基づいて計画的な指導や支援を行っている』の項目では、昨年度より１０％以上低い結果となりました。 

今回の学校評価アンケートの結果から、本校が大切にしてきた「何のために学ぶのか」という目的意識を生徒

が持ち、自らの目標や課題を理解しながら主体的に学習に取り組む姿勢の育成が図ることができていると考えま
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す。今後も、伝え方や提示方法、教材選定などを工夫しながら授業づくりに取り組み、生徒一人一人が「できた

こと」や「頑張れたこと」を実感できるよう努めてまいります。また、学習のねらいや課題を具体的に示すこと

で、生徒の主体的な学びを支える学習環境の充実を図っていきます。さらに、生徒が自ら学習目標を設定し、自

己決定を通して学びに向かう姿勢を育む取組を継続することで、「自分は何をしたいのか」「なぜそれをするのか」

という問いへの自覚を深め、より主体的な学びにつなげていきたいと考えます。 

前年度と比較して５％低下した『職場実習で「できた」「うれしかった」ことがある』の項目については、学年

別の集計結果から、1 年生の数値が他学年に比べて１５％程度低いことが分かりました。このことから、1 年生

が初めて取り組む“インターンシップ実習”の充実が課題であると考えられます。 

初めての実習で不安や緊張を抱えながらも、仲間と励まし合いながら実習をやり遂げる経験を積むことや、職

業学科の特色である“デュアルシステム”を活用し、実際の働く場での経験と学校での学びを結び付けながら PDCA

サイクルによって学びを深めことを体感することが重要です。こうした取組を通して、充実した職場実習の実現

を図るとともに、生徒が将来の目標を具体的に描き、その実現に向けて必要な力を主体的に身に付けていく姿の

育成につなげていきたいと考えます。 

 また、教職員の『個別の包括支援プランに基づいて計画的な指導や支援を行っている』の項目については、昨

年度より 10％以上低い結果となりました。今年度は、個別の包括支援プランの評価方法や記載内容の見直しを行

ったことが、この結果に影響していると考えられます。本校が大切にしている“主体的な学び”を支える支援ツ

ールとなるよう、昨年度から検討を重ね、今年度より内容を変更しました。しかし、変更の目的や意図について、

教職員間で十分な共通理解が図られていなかったことも要因の一つとして考えられます。今後は、「個別の包括

支援プラン」が生徒一人一人の学びや成長を支える有効なツールとなるよう、教職員間での共通理解をより一層

深めるとともに、本人・保護者と連携しながら、よりよい支援プランの作成に努めてまいります。 

 

 

【豊かな心】 

 この項目では、自己肯定感や自己有用感にかかわる内容について尋ねています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 各質問項目において、おおむね肯定的回答が高くなっています。５％以上、上昇した項目も多数見られます。

一方で、生徒の『自分はだれかの役に立っていると思う』の質問項目の肯定的回答が７７％と低い数値となり、

昨年度は上昇傾向が見られましたが今年度は１％の減少となりました。また、保護者の『子どもには家庭で決ま

った役割があり、実行している』、教職員の『生徒に家庭内で決まった役割を担うよう促している』の項目の肯定

的回答は、８３％以下とやや低い数値となりました。 

 ８５％以下の低い数値を表した項目は、いずれも“自己有用感”に関わる項目です。これらの項目は、過去数



年間にわたり低い傾向が続いており、今年度も自己有用感の育成が継続的な課題であることが示されました。自

己有用感とは、「自分は誰かの役に立っている」「自分の存在が周囲に認められている」と感じる感情です。自己

肯定感が「ありのままの自分を肯定する感覚」であるのに対し、自己有用感は「他者との関わりの中で、自分の

価値を実感する感覚」を指します。本校では、地域協働活動やグループワークなど、生徒が他者と関わりながら

役割を果たす機会を意図的に設けることで、自己有用感の育成に取り組んできました。今後も、生徒一人ひとり

の思いに寄り添いながら、目標や役割を自ら決める機会を大切にし、行動や成果だけでなく、その過程における

努力を認める姿勢を継続していきます。結果に関わらず、生徒自身の姿を肯定的に捉えることで、自己有用感の

向上を目指します。また、日常的なコミュニケーションを通じて、生徒の個性や努力を認める関わりを重ねるこ

とで、生徒が自信を持って主体的かつ積極的に活動できる学習環境の整備に努めてまいります。 

 昨年度まで、８０％台のやや低い数値を示していた “あいさつ”に関する項目では、生徒・保護者ともに、肯

定的回答が９０％台となりました。あいさつは、コミュニケーションの基本であり、社会人として身に付けてお

くべき大切な力の一つです。相手に伝わるあいさつを自ら行うことで、円滑な人間関係や信頼関係の構築につな

がります。昨年度より、生徒会が中心となって“あいさつ運動”を活発に行い、その中であいさつの大切さを啓

発する取組が行われました。また、本校では、挨拶を通じて心地よい人間関係を築くことを目指し、日頃から挨

拶を交わし合う雰囲気づくりに取り組んでいます。今後も学校生活や職場実習を通してあいさつの習慣化を図り、

社会の中で主体的に人と関わることができる生徒の育成を目指していきます。 

 

 

【健やかな体】 

 この項目では、健康に関することについて尋ねています。 

 

 

 

 

 

 

 

各質問項目において、おおむね肯定的な回答が高い結果となりました。教職員・生徒の『休日の過ごし方』に

関する項目では、肯定的回答が８５％を下回りましたが、生徒の肯定的回答は昨年度より７％上昇しました。ま

た、過去数年間にわたり肯定的回答が低い傾向にあった『朝食』に関する項目では、９０％に迫る肯定的回答を

得ることができました。 

食生活に関しては、“働く生活”を支える重要な要素として、外部講師による講義や、さまざまな場面で食育の

視点を取り入れた指導を継続してきた成果が表れているものと考えられます。特に、朝食は一日の始まりにおけ

る大切なスイッチとなり、栄養補給だけでなく脳や身体をしっかりと目覚めさせる役割を果たします。こうした

“朝ごはん”の重要性についての啓発が、生徒の意識の向上につながっていると考えられます。今後も、生徒が

食事の大切さに気付き、健康的な生活習慣を身に付けられるよう、一人ひとりの実態に寄り添いながら、健やか

な成長を支える教育活動を推進してまいります。 

休日の過ごし方を充実させ、ワーク・ライフ・バランスを整えることは、学校目標に掲げる“豊かで質の高い

生活の実現”に向けて重要なことです。自分なりの充実した休日の過ごし方を見つけることは、働くための意欲

や活力につながるものと考えられます。今後も、生徒が趣味の幅を広げたり、好きなことに打ち込んだりしなが

ら、余暇を有意義に過ごせるよう、自己理解を深める学習や ICTを活用した情報収集の方法などを取り入れ、多

様なことに挑戦する意欲を育んでいきます。生徒一人ひとりが自分らしい生活スタイルを築くことができるよう、

学校として継続的に支援してまいります。 

 

 



【独自の項目】 

 この項目では、企業との連携、地域との協働を図りながら進めている学習について、および、情報モラルに関

することについて尋ねています。 

 

 

 

 

 

 

 

１項目を除き、肯定的回答が９５％を超える非常に高い評価を得ることができました。企業との連携や地域と

の協働を通して進めている学習活動について、高く評価していただいているものと考えられます。 

今後も、生徒が主体的に活動できる幅広い学びの場を、企業や地域と連携しながら積極的に設定していきます。

生徒がさまざまな人・場所・ものと関わる中で、いきいきと学べる環境づくりを進めることは、学習意欲の向上

にもつながるものと考えられます。また、多様な経験を重ねることで、生徒が自分自身への理解を深め、「なりた

い自分」を思い描きながら目標を持って学習や活動に取り組むことができます。その過程で学ぶことへのやりが

いや使命感を育み、自ら考え行動する力の向上につなげていきたいと考えています。 

保護者の『子どもはルールやマナーを守って情報機器や SNSを使用している』の項目については、肯定的回答

が８３％となり、昨年度比で４％減少する結果となりました。情報機器や SNSの利用に関する課題は、情報化が

進む現代社会において広く見られるものでもあります。情報があふれる社会の中で、生徒が正しい情報を選び取

り、適切に活用する力を身に付けることは重要です。また、自ら情報リテラシーを高めるとともに、個人情報を

守るための情報セキュリティに関する知識や判断力を身に付けていくことも求められています。今後も、外部講

師による講話や授業をはじめ、さまざまな角度からの取組を通して、生徒が正しい知識を身に付け、安全かつ適

切に情報機器や SNSを活用できる力を継続的に育んでいきたいと考えています。 

 

 

【服務の項目】 

 この項目は、教職員のみの項目です。働き方に関することについて尋ねています。 

 

 

 

 

 

 

 『業務や会議の精選を図ることにより、勤務時間の縮減を図っている』の項目で、肯定的回答が昨年度比で４％

減少し、８５％となりました。令和６年度には９３％まで上昇したことから、これまで進めてきた働き方改革の

取組は一定の成果を上げてきたと考えられます。しかし、その後は２年連続で減少しており、教職員の負担感や

業務改善に対する実感に変化が生じていることがうかがえます。本校では、これまでも会議の効率化や業務の見

直しなどを進め、勤務時間の縮減に取り組んできました。一方で、教育活動の充実や生徒支援の多様化に伴い、

教職員に求められる役割は年々広がっています。こうした状況の中で、単に勤務時間を減らすだけでなく、業務

の質や働きがいとのバランスを意識した取組がより重要になっていると考えられます。 

今後は、業務内容や校務分掌の在り方を改めて見直すとともに、ICT の活用や業務の効率化をさらに進めなが

ら、教職員一人ひとりが安心して働くことのできる環境づくりに努めてまいります。また、“働きやすさ”と“働

きがい”の両立を目指し、教職員のウェルビーイングの向上を図ることで、教育の質の向上につなげていきたい

と考えています。 


